




　近時の国際租税法の分野では、2015年の OECD/BEPS Action Plans の
公表とその国内法化が進められつつある、というのが我が国をはじめ多く
の先進国での大きなトレンドになっている。また、2019年10月には、この
Action Plans のうち Action Plan 1で指摘された経済のデジタル化に応じ







川 端 康 之
はじめに





（ 1 ）　OECD, OECD Secretary─General Tax Report to G20 Finance Ministers and 
Central Bank Governors （2019）.





















1 　OECD の ICAP プログラム




























（Compliance Assurance Program, CAP）にある。








て参加していたが、2017年に方針変更を行い、2018年の ICAP1.0からは他の 7 カ国
と並んで正式の参加国として参加している。しかし、これらの経緯についてはどう
いうわけか詳細に語られてはいない。
（ 3 ）　OECD, International Compliance Assurance Programme Pilot Handbook 
（2018）.
（ 4 ）　Id., 7.
（ 5 ）　Id., back cover.























。但し、後述の第 1 次報告書及び第 2 次報告書と同様、このコミ







　このオスロ・コミュニケによって開始された ICAP について OECD は
2018年に上述の第 1 次報告書を公表したのに続いて、2019年には第 2 次報
告書
（７）

















（ 7 ）　OECD, International Compliance Assurance Programme Pilot Handbook 2.0 
（2019）.
（ 8 ）　2019年 3 月にチリ・サンティアゴで開催された OECD 税務長官会議「2019年
FTA サンティアゴ・コミュニケ」においては、ICAP 2.0を「拡大したパイロッ




2.0に言及する我が国の記事として、例えば、週刊 T&A Master 編集部「第 2 期
ICAP、『問題解決ステージ』を設定」（2019年 6 月 3 日）https://www.sn─hoki.
co.jp/article/tamasters/ta9787/。









　（ 1 ）まず、ICAP プログラムに参加しようとする多国籍企業がその企業
グループに属する構成企業数を確定する。この多国籍企業グループはこの第





















（ 9 ）　George Clarke, U.S. Compliance Assurance Program and Comparative 
Lessons 2, PPT slide show distributed at the Conference held by the Fiscal 
Institute of Tilburg, Tilburg University （6 Nov. 2019）.
（10）　OECD, supra note 3, at 7 to 8.
（11）　第 1 次報告書において ICAP への参加を表明したのは、オーストラリア、カナ
ダ、イタリア、日本、オランダ、スペイン、英国及び米国、である
（12）　OECD, supra note 3, Annex 1, at 23 to 25.
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（13）　このレターの法的性質については、後述 4 ─ 2 参照。
































自体あるいは OECD/ICAP ハンドブックが提唱する ICAP の手順やリス
ク評価についてのコメントは見られない。
1 ─ 2 　 6 つのキー・ドライバー
　OECD 第 1 次報告書によれば、この ICAP リスク評価手続の展開には
6 つの重要な観点・局面が存する。それらは、（ 1 ）移転価格リスク評価
についてのより好ましくかつ標準化された情報、（ 2 ）全世界的相互協議
手続の見直し、（ 3 ）多国籍企業に関する充分確立した法令遵守の枠組み、




















（16）　OECD, supra note 3, at 8 to 9.




1 ─ 3 　ICAP のメリット
　OECD 第 1 次報告書は、ICAP プログラムを実施することで次のよう
なメリットが期待されるという。この報告書が指摘するのは、（ 1 ）CbCR
を正確に理解し必要な対象に焦点を当てて活用することができること、
（ 2 ）資源の有効活用、（ 3 ）多国間での課税の確実性により速く明確な道
筋で到達することができること、及び（ 4 ）相互協議手続に依るべき紛争
の減少、である。




































2 ─ 1 　階層関係
　OECD が提唱する ICAP は、2019年の第 2 次報告書によると、大別し
て 3 つの階層の第一段階に属するとされている。これらの階層とは、（ 1 ）
税務調査前、（ 2 ）税務調査、（ 3 ）事後的紛争解決手続、である
（18）
。つま
（17）　OECD, supra note 3, at 14.
（18）　Mark Johnson, The OECD International Compliance Assurance Programme 
（ICAP） 3, PPT slide show distributed at the Conference held by the Fiscal 
Institute of Tilburg, Tilburg University （6 Nov. 2019）.
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　（ 3 ） 事前にスケジュールを明示することによる課税庁及び納税者への
メリット
　（ 4 ） 複数対象課税庁すべてが同じ一つの文書パッケージを用いること
による効率性
　（ 5 ）ICAP プロセスの中で解決策を示す機会がある
（19）　OECD, supra note 3, at 8.




　（ 1 ） 課税庁と多国籍企業が必要とする資源を減少させる必要がある
　（ 2 ） 多国籍企業が提出した資料の中には課税庁が必要としないものも
含まれた
　（ 3 ） ICAP リスク評価過程と所要スケジュールが多国籍企業によって
ばらつきがあった
　（ 4 ） ICAP プロセスの中で解決策を示す機会をより多くする必要があ
る






2 ─ 2 　他の対応策との関係












（21）　OECD, supra note 1, at 16.
（22）　我が国の事前確認制度と APA の間にはそれらの法的性質をめぐって大きな差
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象分野の一つとしての移転価格に関する国内制度であるが、租税条約上の



























　（ 2 ） 協調的法令遵守は現在納税者や課税庁が直面する課題に対する対
応策であるか
　（ 3 ） 協調的法令遵守は国際的にあるいは多国間で ICAP を用いて進め
られつつあるか












ム（offshore tax information program）、 税 務 調 査 品 質 保 証 プ ロ グ ラ ム
（audit quality assurance programs） や 納 税 者 教 育 プ ロ グ ラ ム（taxpayer 
education programs）などが国内的に実施されていること、ICAP 1.0につ
いては、カナダ歳入庁は 8 件のプログラム事案に参加しており、これら











　②カナダの ICAP に強い影響を与えている米国は上述の CAP を実施し
















評価（low risk/non low risk）であったが、現在は、2019年の ICAP 2.0で







（24）　Clarke, supra note 9, at 5 to 6.
（25）　Dennis de Widt & Lynne Oats, Co─operative Compliance: The UK Evolution-
ary Model, PPT slide show distributed at the Conference held by the Fiscal 




4 ─ 1 　ICAP の法的性質


































































4 ─ 3 　その他の視点












































るいは中小企業版の ICAP SME を策定することが適切であろう。
むすび
　この小稿では、OECD が2018年から推進しつつある、納税者の法令遵
（29）　国によってはリスクを 3 段階に分類する国もあり、 4 段階に分類する国もあ
る、といった多様性であった。
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守確保策としての ICAP をとりあげ、その概要といくつかの国の状況、
当面の課題などについて述べた。冒頭に述べたように、我が国においては
この ICAP は一般にはほとんど知られておらず、納税者サイドでは経団
連他の一部の納税者が知るのみである。そのため、ICAP の利点、長所も
また知られておらず、多数の知恵によってその内容を改善するというよう
な流れにもなっていない。
　しかし、多国間で法令遵守を共有しようとする着眼点は従来の国際租税
法の世界では殆ど見られなかったものであり、むしろ今後も ICAP 自体
を改善し、多国間での納税者のコンプライアンス確保の有力な補助手段に
成長することを期待したい。
〔後話〕筆者が首藤先生と懇意に話をさせていただくきっかけになったのは、
いまから30年余り前、首藤先生が租税法学会で学会誌「租税法研究」の編集
委員をなされていた当時であった。筆者はまだ就職したばかりで学会には加
入しておらず、秋の研究総会には毎年傍聴に訪れていただけであったが、あ
る日、首藤先生から「学会展望」の執筆を打診された。当時は商用データ・
ベースもなく、 1 年間の学会の動向や研究成果を知るにはこの「学会展望」
は有用であったが、一方で、 1 年間、多数の優れた業績を探し求めて図書館
に籠り、誤解なく読解して初めて執筆することのできる、いわば自身の勝手
気ままな研究論文よりも遥かに能力と努力が求められる作業であった。筆者
はまだ学会員ではなかったので、「学会員でなくてもよいのでしょうか」と
首藤先生にお尋ねしたところ、「まだ入会していなかったのか、すぐ手続を
してほしい」と滑らかに入会をお勧めいだだけたことに感謝したことを昨日
のように思う。その後の学会発表においても暖かい声援を頂戴し、深く感謝
申し上げたい。
　これからも、首藤先生が活発なご研究活動をお続けになり、ご健勝でいら
っしゃることを心より祈念したい。
